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関 係 規 定 集 
 

○ 消防法（昭和２３年法律第１８６号） 

 

 〔危険物の貯蔵・取扱いの制限等〕 

第１０条 指定数量以上の危険物は、貯蔵所（車両に固定されたタンクにおいて危険物

を貯蔵し、又は取り扱う貯蔵所（以下「移動タンク貯蔵所」という。）を含む。以下

同じ。）以外の場所でこれを貯蔵し、又は製造所、貯蔵所及び取扱所以外の場所でこ

れを取り扱つてはならない。ただし、所轄消防長又は消防署長の承認を受けて指定数

量以上の危険物を、十日以内の期間、仮に貯蔵し、又は取り扱う場合は、この限りで

ない。 

② （略） 

③ 製造所、貯蔵所又は取扱所においてする危険物の貯蔵又は取扱は、政令で定める技

術上の基準に従つてこれをしなければならない。 

④ 製造所、貯蔵所及び取扱所の位置、構造及び設備の技術上の基準は、政令でこれを

定める。 

 

 〔製造所等の設置、変更等〕 

第１１条 製造所、貯蔵所又は取扱所を設置しようとする者は、政令で定めるところに

より、製造所、貯蔵所又は取扱所ごとに、次の各号に掲げる製造所、貯蔵所又は取扱

所の区分に応じ、当該各号に定める者の許可を受けなければならない。製造所、貯蔵

所又は取扱所の位置、構造又は設備を変更しようとする者も、同様とする。 

一 消防本部及び消防署を置く市町村（次号及び第三号において「消防本部等所在市

町村」という。）の区域に設置される製造所、貯蔵所又は取扱所（配管によつて危

険物の移送の取扱いを行うもので政令で定めるもの（以下「移送取扱所」という。）

を除く。） 当該市町村長 

二 消防本部等所在市町村以外の市町村の区域に設置される製造所、貯蔵所又は取扱

所（移送取扱所を除く。） 当該区域を管轄する都道府県知事 

三 一の消防本部等所在市町村の区域のみに設置される移送取扱所 当該市町村長 

四 前号の移送取扱所以外の移送取扱所 当該移送取扱所が設置される区域を管轄

する都道府県知事（二以上の都道府県の区域にわたつて設置されるものについては、

総務大臣） 
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②～⑦ （略） 

 

〔製造所等についての応急措置及びその通報並びに措置命令〕 

第１６条の３ 製造所、貯蔵所又は取扱所の所有者、管理者又は占有者は、当該製造所、

貯蔵所又は取扱所について、危険物の流出その他の事故が発生したときは、直ちに、

引き続く危険物の流出及び拡散の防止、流出した危険物の除去その他災害の発生の防

止のための応急の措置を講じなければならない。 

② 前項の事態を発見した者は、直ちに、その旨を消防署、市町村長の指定した場所、

警察署又は海上警備救難機関に通報しなければならない。 

③～⑥ （略） 

 

 〔質問、検査等〕 

第１６条の５ 市町村長等は、危険物の貯蔵又は取扱に伴う火災の防止のため必要があ

ると認めるときは、指定数量以上の危険物を貯蔵し、若しくは取り扱つていると認め

られるすべての場所（以下この項において「貯蔵所等」という。）の所有者、管理者

若しくは占有者に対して資料の提出を命じ、若しくは報告を求め、又は当該消防事務

に従事する職員に、貯蔵所等に立ち入り、これらの場所の位置、構造若しくは設備及

び危険物の貯蔵若しくは取扱いについて検査させ、関係のある者に質問させ、若しく

は試験のため必要な最少限度の数量に限り危険物若しくは危険物であることの疑い

のある物を収去させることができる。 

②～③ （略） 

 

 〔火災の原因等の調査〕 

第３１条 消防長又は消防署長は、消火活動をなすとともに火災の原因並びに火災及び

消火のために受けた損害の調査に着手しなければならない。 

 

 〔関係のある者に対する質問、官公署に対する通報の要求〕 

第３２条 消防長又は消防署長は、前条の規定により調査をするため必要があるときは、

関係のある者に対して質問をすることができる。 

② 消防長又は消防署長は、前条の調査について、関係のある官公署に対し必要な事項

の通報を求めることができる。 
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 〔火災による被害財産の調査〕 

第３３条 消防長又は消防署長及び関係保険会社の認めた代理者は、火災の原因及び損

害の程度を決定するために火災により破損され又は破壊された財産を調査すること

ができる。 

 

 〔資料提出命令、報告の徴収及び消防職員の立入検査〕 

第３４条 消防長又は消防署長は、前条の規定により調査をするために必要があるとき

は、関係者に対して必要な資料の提出を命じ、若しくは報告を求め、又は当該消防職

員に関係のある場所に立ち入って、火災により破損され又は破壊された財産の状況を

検査させることができる。 

② 第４条第１項ただし書及び第２項から第４項までの規定は、前項の場合にこれを準

用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 〔都道府県知事の火災原因の調査〕 

第３５条の３ 消防本部を置かない市町村の区域にあつては、当該区域を管轄する都道

府県知事は、当該市町村長から求めがあつた場合及び特に必要があると認めた場合に

限り、第３１条又は第３３条の規定による火災の原因の調査をすることができる。  

② 第３２条及び第３４条から前条までの規定は、前項の場合について準用する。この

場合において、第３４条第１項中「当該消防職員」とあるのは「当該都道府県の消防

事務に従事する職員」と、第３５条第１項中「消防長又は消防署長」とあるのは「市

町村長のほか、都道府県知事」と読み替えるものとする。 

 

 

第４条 （略）ただし、個人の住居は、関係者の承諾を得た場合又は火災発生のおそれが

著しく大であるため、特に緊急の必要がある場合でなければ、立ち入らせてはならない。 

② 消防職員は、前項の規定により関係のある場所に立ち入る場合においては、市町村長

の定める証票を携帯し、関係のある者の請求があるときは、これを示さなければならな

い。 

③ 消防職員は、第１項の規定により関係のある場所に立ち入る場合においては、関係者

の業務をみだりに妨害してはならない。 

④ 消防職員は、第１項の規定により関係のある場所に立ち入つて検査又は質問を行つた

場合に知り得た関係者の秘密をみだりに他に漏らしてはならない。 
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 〔消防庁長官の火災原因の調査〕 

第３５条の３の２ 消防庁長官は、消防長又は前条第１項の規定に基づき火災の原因の

調査をする都道府県知事から求めがあつた場合及び特に必要があると認めた場合に

限り、第３１条又は第３３条の規定による火災の原因の調査をすることができる。  

② 第３２条、第３４条、第３５条第１項及び第２項（勧告に係る部分を除く。）並び

に第３５条の２の規定は、前項の場合について準用する。この場合において、第３４

条第１項中「当該消防職員」とあるのは「消防庁の職員」と、第３５条第１項中「消

防長又は消防署長」とあるのは「消防本部を置く市町村の区域にあつては、消防長又

は消防署長のほか、消防庁長官に、当該区域以外の区域であつて第３５条の３第１項

の規定により都道府県知事が火災の原因の調査を行う場合にあつては、市町村長及び

都道府県知事のほか、消防庁長官に、当該区域以外の区域であつて同項の規定にかか

わらず都道府県知事が火災の原因の調査を行わない場合にあつては、市町村長のほか、

消防庁長官」と読み替えるものとする。 
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○ 消防組織法（昭和２２年法律第２２６号） 

 

（市町村の消防に関する責任） 

第６条 市町村は、当該市町村の区域における消防を十分に果すべき責任を有する。 
 
（市町村の消防の相互の応援） 

第３９条 市町村は、必要に応じ、消防に関し相互に応援するように努めなければなら

ない。 

２ 市町村長は、消防の相互の応援に関して協定することができる。 

 
（非常事態における都道府県知事の指示） 
第４３条 都道府県知事は、地震、台風、水火災等の非常事態の場合において、緊急の

必要があるときは、市町村長、市町村の消防長又は水防法に規定する水防管理者に対

して、前条第２項の規定による協定の実施その他災害の防御の措置に関し、必要な指

示をすることができる。この場合における指示は、消防庁長官の行う勧告、指導及び

助言の趣旨に沿うものでなければならない。 
 
（非常事態における消防庁長官等の措置要求等） 
第４４条 消防庁長官は、地震、台風、水火災等の非常事態の場合において、これらの

災害が発生した市町村（以下この条において「災害発生市町村」という。）の消防の

応援又は支援（以下「消防の応援等」という。）に関し、当該災害発生市町村の属す

る都道府県の知事から要請があり、かつ、必要があると認めるときは、当該都道府県

以外の都道府県の知事に対し、当該災害発生市町村の消防の応援等のため必要な措置

をとることを求めることができる。 
２ 消防庁長官は、前項に規定する場合において、当該災害の規模等に照らし緊急を要

し、同項の要請を待ついとまがないと認められるときは、同項の要請を待たないで、

緊急に消防の応援等を必要とすると認められる災害発生市町村のため、当該災害発生

市町村の属する都道府県以外の都道府県の知事に対し、当該必要な措置をとることを

求めることができる。この場合において、消防庁長官は、当該災害発生市町村の属す

る都道府県の知事に対し、速やかにその旨を通知するものとする。 
３ 都道府県知事は、前二項の規定による消防庁長官の求めに応じ当該必要な措置をと

る場合において、必要があると認めるときは、その区域内の市町村の長に対し、消防
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機関（第９条に規定する機関をいう。以下同じ。）の職員の応援出動等の措置をとる

ことを求めることができる。 
４ 消防庁長官は、第１項又は第２項の場合において、人命の救助等のために特に緊急

を要し、かつ、広域的に消防機関の職員の応援出動等の措置を的確かつ迅速にとる必

要があると認められるときは、緊急に当該応援出動等の措置を必要とすると認められ

る災害発生市町村のため、当該災害発生市町村以外の市町村の長に対し、当該応援出

動等の措置をとることを自ら求めることができる。この場合において、消防庁長官は、

第１項の場合にあつては当該応援出動等の措置をとることを求めた市町村の属する

都道府県の知事に対し、第２項の場合にあつては当該都道府県の知事及び当該災害発

生市町村の属する都道府県の知事に対し、速やかにその旨を通知するものとする。 
５ 消防庁長官は、第１項、第２項又は前項に規定する場合において、大規模地震対策

特別措置法第３条第１項に規定する地震防災対策強化地域に係る著しい地震災害そ

の他の大規模な災害で二以上の都道府県に及ぶもの又は毒性物質の発散その他の政

令で定める原因により生ずる特殊な災害に対処するために特別の必要があると認め

られるときは、当該特別の必要があると認められる災害発生市町村のため、当該災害

発生市町村の属する都道府県以外の都道府県の知事又は当該都道府県内の市町村の

長に対し、次条第１項に規定する緊急消防援助隊の出動のため必要な措置をとること

を指示することができる。この場合において、消防庁長官は、当該災害発生市町村の

属する都道府県の知事及び当該出動のため必要な措置をとることを指示した市町村

の属する都道府県の知事に対し、速やかにその旨を通知するものとする。 
６ 都道府県知事は、前項の規定による消防庁長官の指示に基づき、その区域内の市町

村の長に対し、次条第１項に規定する緊急消防援助隊の出動の措置をとることを指示

することができる。 
７ （略） 
 
（緊急消防援助隊） 
第４５条 緊急消防援助隊とは、前条第１項、第２項若しくは第４項の規定による求め

に応じ、又は同条第５項の規定による指示に基づき、消防の応援等を行うことを任務

として、都道府県又は市町村に属する消防に関する人員及び施設により構成される部

隊をいう。 
２ 総務大臣は、緊急消防援助隊の出動に関する措置を的確かつ迅速に行うため、緊急

消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画を策定し、公表
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するものとする。これを変更したときも、同様とする。 

３ （略） 
４ 消防庁長官は、政令で定めるところにより、都道府県知事又は市町村長の申請に基

づき、必要と認める人員及び施設を緊急消防援助隊として登録するものとする。 

５ 消防庁長官は、第２項の計画に照らして必要があると認めるときは、都道府県知事

又は市町村長に対し、前項の登録について協力を求めることができる 
 
（消防機関の職員が応援のため出動した場合の指揮） 
第４７条 消防機関の職員がその属する市町村以外の市町村の消防の応援のため出動

した場合においては、当該職員は、応援を受けた市町村の長の指揮の下に行動するも

のとする。 
 
 


